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学校法人東邦大学 令和８年度事業計画 

 

 

Ⅰ．はじめに 

本法人は、大正 14（1925）年の「帝国女子医学専門学校」の開設以来、教育・研究・医

療を通じた社会への奉仕・貢献を使命として歩みを重ねてきた。令和 7 年には創立 100 周

年という大きな節目を迎え、6 月 15 日に挙行した記念演奏会、記念式典および祝賀会は、

本法人が築いてきた歴史を再確認するとともに、この 100 年の歩みを支えていただいた歴

代の教職員、学生・生徒、同窓生をはじめとする多くの関係者への感謝を胸に、社会からの

厚い信頼と期待を改めて実感する貴重な機会となった。この節目の年を越え、令和 8 年度

は建学の精神「自然・生命・人間」を次代へとつなぐ、新たな 100 年に向けた再始動の年と

なる。 

令和 7 年度は、教育および医療の各分野において DX の推進を図り、教育・診療体制の高

度化と業務効率化に取り組んできた。一方で、物価高騰が続く極めて厳しい経営環境のもと、

３病院の工夫・努力によって医療収入は前年度を上回ったものの、それを上回る医療支出の

増大により増収減益の傾向が継続した。加えて、若草寮解体、創立 100 周年記念事業に伴

う一時的な支出、ならびに学校法人会計基準の改正に基づく賞与引当金の計上といった特

殊要因が重なり、大幅な赤字を計上する見込みである。令和 8 年度においても、人件費や諸

経費の上昇が続くと考えられるが、教育分野では本学各学部、両中高における高水準の志願

倍率を背景に、引き続き安定的な学納金収入が期待される。又、３病院でも本年度の診療報

酬改定へ的確に対応することで、病院における増収策および経費の適正化を進め、収支改善

を図っていく。 

翌令和 9 年度以降には、創立 100 周年記念事業の一環である大森地区再開発事業の柱の

ひとつである大森病院新外来棟の竣工、生命理工学部（設置準備中）の開設などを控えてお

り、これらの円滑な始動に向けて取り組みを加速させていく必要がある。令和 8 年度は、令

和 7 年度から 9 年度までを計画期間とする中期経営計画の 2 年目である。最終年度におけ

る成果の確実な結実を見据え、教学の中長期計画「東邦大学グランドデザイン 2030」の実

践とともに本事業計画を着実に実行し、持続的かつ安定した法人運営を推進していく所存

である。 

 

 

II.主要な事業計画 

１．高等教育・研究 

（１）東邦大学の理念・目的の実現 
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 「東邦大学グランドデザイン 2030」に基づき、適切に進捗を確認・評価し、着実に改善

を図りながら建学の精神と教育理念を体現するとともに、高等教育機関として時代に即し

た質の高い教育・研究活動を継続的に展開する。 

 

（２）入学志願者および優秀な学生の確保 

【大学】 

 近年、減少が取り沙汰されている 18 歳人口は、平成 17 年の約 137 万人から令和 7 年に

は約 109 万人へと減少し、令和 22 年には約 82 万人にまで減少する見通しである。又、私

立大学の入学定員充足率の状況をみると、令和 7 年度の集計では入学定員充足率が 100％

未満の大学は 316 校に上り、大学全体に占める未充足校の割合は 53.2％（前年度比 6％減）

となっている。未充足校の割合は前年度と比べて低下しているものの、今後は 18 歳人口の

さらなる減少が見込まれることから、学生募集を取り巻く環境は一層厳しさを増していく

と考えられる。 

こうした状況を踏まえ、本学は、建学の精神「自然・生命・人間」に沿った教育を実践し、

社会の要請にかなう優秀な資質を有する学生を確保するため、大学ホームページおよび受

験生の求める情報を全学的に網羅した受験生サイトを通じて、積極的な情報発信を行う。あ

わせて、進学相談会やオープンキャンパス参加者への働きかけなど、志望度向上を目的とし

た各種施策を実施する。さらに、SNS 等のソーシャルメディアを活用し、本学の取り組み

やイベント情報、教育研究、学生の活動等に関する情報を発信することで、効果的な広報活

動を推進する。加えて、資料発送管理システムを活用して得られたデータをもとに、首都圏

をはじめ志願者増が見込まれる地域を選定し、優秀な学生を確保するための広報施策を展

開するとともに、教育産業の進学情報サイトを活用し認知度の向上に努め、受験生に「選ば

れる大学」となるよう、全学的に広報活動の充実を図る。 

又、入試制度の複雑化を踏まえ、他大学等の動向に関する情報をアドミッションセンター

と共有し、受験生が選択しやすい入試区分の検討など、今後の入試運営方針についても継続

的に議論していく。 

 

（３）学内連携と最良の教育による学修成果 

【学部教育】 

学部・学科ごとに専門性に応じた教育課程を編成し教育改善に取り組むとともに、全学教

務委員会を中心に、情報公表、アセスメントプランの実施および結果の評価と改善等、全学

的な教学マネジメントに係る検討と対応を行っていく。令和 8 年度は、アセスメントプラ

ンの実施と結果の評価を行う。 

学部横断的な共通教育は、共通教育推進委員会が中心となり、医療系の多職種連携教育と

なる「チーム医療演習」、「実用医療英語」、「生命倫理シンポジウム」を引き続き開講する。

共通教育機構は、全学共通教育科目「リベラルアーツ・フォーラム」の開講数をさらに増や



 

4 

 

して展開する。又、複数の海外研修プログラムを全学部の学生が履修できる体制を整え、実

施する。数理・AI・データサイエンス教育は、共通動画教材を利用した科目として令和 8 年

度も全学部で開講する。習志野キャンパス共通科目「生命と人間」は、引き続き共通教育機

構の管轄にて開講する。 

 

【大学院教育】 

国の動向を注視し、大学院連絡部会にて情報共有・相談しながら、認証評価で指摘された

課題や各研究科で抱える課題について取り組んでいく。収容定員の充足については、引き続

き重点課題として取り組む。博士（後期）課程の学生を対象としたプレ FD（Faculty 

Development）を全学的に実施する。又、リカレント教育推進方針に則り、社会人への学位

授与数向上に向けた検討を進める。 

 

（４）教学環境の整備 

【学修環境の DX 化に向けた支援体制】 

令和 8 年度より本格的な運用を開始する統合学務システムを安定運用させ、各学部から

上がってくる課題の洗い出しを行う。又、すでに運用を開始している学修支援システム

（Moodle）については、定期メンテナンスで停止の多い外部のクラウドサービスから学内

仮想基盤に移行し、安定稼働を図る。 

学生や教職員に対する ICT ツール活用のためのフォロー体制の確立やマニュアル、関連

規程の整備を行うとともに、ICT を利活用した教育の実施のために必要なセキュリティ対

策を講じ、教育、研究データの適切な管理や運用方法等 ICT の側面からフォローを行う。 

 

【メディアネットセンターの取り組み】 

医学部 1 年生および 4 年生を対象に、著作権の講義を行う。授業目的公衆送信補償金制

度に係る業務を担当し、円滑に著作物が利用できる環境を整備する。本学で契約しているク

ラウドストレージ（Box）を、教員・学生の教育や研究、学修に関するデータの保存先とし

て活用してもらうべく環境の整備と利用促進のためのサポートを行う。又、学内若手研究者

の成果発表と研究者間の交流の場として「5 学部合同学術集会」を開催する。 

 

（５）修学支援および学生生活支援の充実 

【学生の生活に関する支援体制】 

各地区学生部は、大森学事部または習志野学事部と連携し、「①学生の自主的活動の支援、

②学生の健康維持の支援、③学生の経済的支援、④学生の安全確保のための取組」を柱とし

て、学生部連絡会で情報共有を行いながら学生支援を進める。学生の不安や疑問の解消など、

メンタル面での支援を行うとともに、課外活動を含む集団活動に関する諸問題について、教

育的・社会的観点から積極的に助言・援助する。 
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又、経済的支援については、日本学生支援機構、本学独自の奨学金制度、民間奨学金制度

などによる支援制度の周知と対応を丁寧に行う。修学支援新制度では、在学生への納付猶予

体制を整備する。 

 

【学生の心身の健康に関する支援体制】 

 健康推進センターのホームページを充実させ、学生へ積極的な情報発信を行う。フィジカ

ル面においては健康管理室が中心となり、健康診断やその後のフォロー、抗体価検査や予防

接種などを行い、学生が健康に大学生活を送ることができるようにする。又、学内における

各種感染症対策の中心的役割も担う。メンタル面については、学生相談室が中心となり支援

を行い、より相談しやすい雰囲気作りと積極的な情報発信を行う。さらに、合理的配慮の提

供が必要な学生への対応は、障がい学生支援室が中心となって行い、合理的配慮の相談・対

応フローの見直しや改善、障がい学生支援体制および取り組み内容のさらなる充実を図る。 

 

（６）就職・キャリア支援の強化 

【大森地区での支援】 

医学部においては、新カリキュラムを通じ、卒前・卒後のシームレスな医師養成を推進す

る。又、地域枠学生への支援も行っている。卒後臨床研修／生涯教育センターでは、マッチ

ング説明会や情報発信を通じて学生の主体的な進路選択を支援し、初期研修医の評価・調査

結果を学生のキャリア形成支援へ反映するとともに、卒業生の追跡調査も継続して行う。 

看護学部においては、学生部を中心に低学年次からのキャリア支援を継続する。学修ポー

トフォリオの活用とアドバイザー制の連携を強化し、看護キャリアデザインを多角的にサ

ポートする。又、模擬面接や履歴書指導等の実践的支援を充実させ、組織的な進路決定支援

を行う。 

 

【習志野地区での支援】 

薬学部・理学部・健康科学部の新たな就職支援システムの円滑な運営を行い、特に企業の

求人票登録数増加をめざす。さらに、就職活動の早期化に伴う各種イベントの開催時期・内

容などの見直しや、学生にとってさらに有用な新規のイベント開催を検討する。TOHO ア

ライアンス賛同企業の拡大に向けた新規開拓は例年通り実施していく。 

 

（７）研究マネジメントの推進 

学長を中心とした研究統括機構の体制強化を図り、政府のオープン・アンド・クローズ戦

略に基づき、論文の根拠データや著者最終稿の機関リポジトリ公開を継続するとともに、令

和 8 年度からは非公開データの GakuNinRDM（研究データ管理システム）への登録を促

進する。あわせて、業績データベース、リサーチマップや利益相反データベースへの登録を

促し、研究倫理教育の受講率 100％達成を徹底する。これらの活動を通して、研究インテグ
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リティの確保と研究不正防止に努める。又、前年度構築した研究基盤センターのシステムを

活用し、大型研究機器の学部・大学間での相互利用を向上させる。バイオセーフテイなどの

関連する安全管理委員会の実効的な運営を促進する。これらの目標を完遂することで、文部

科学省「私立大学等改革総合支援事業タイプ 2」の継続的な獲得をめざす。 

 

（８）研究の活性化と外部資金の獲得 

研究の活性化については、東邦大学重点領域研究補助金（TUGRIP）を運営し、本学のブ

ランディングとなり大型補助金に申請できる研究を支援する。又、過年度に採択された事業

に対しては、学内での FD や SD（Staff Development）、セミナー開催および外部の研究費

獲得に向けた支援を行う。URA（University Research Administrator）は、全学的な研究

支援を行うと同時に、個別支援のコンサルテーションデスクで研究者を支援していく。令和

7 年度からは URA を 2 人体制とし、さらなる支援を行っている。又、本学の研究成果の新

たな発信にも着手した。加えて、社会連携推進室が学内外の窓口となり、共同研究・受託研

究の発展をめざす。外部資金獲得に向けては、大型補助金の情報収集から採択後の事業管

理・運営支援までを実施し、研究者個人に対しても検索しやすい学外助成金情報の提供を行

う。 

その他、研究適正化を推進するため、論文剽窃ソフトの全学的な運用および周知を行う。

さらに全学的な教育研究活動の推進のため、ダイバーシティ推進センター等と連携してセ

ミナーやワークショップを実施するほか、学長の指示の下、大学に求められる新たな施策に

も取り組んでいく。 

 

（９）社会連携の取り組み 

【社会連携・社会貢献】 

本学と地域との連携を通じて産学官連携・地域活性化を図るべく、各活動、取り組みを推

進する。自治体と連携した研究プロジェクト等を推進し、大田区による寄付講座の活動につ

いてもさらに発展させ、自治体職員や地域住民等への教育・啓発活動を充実させる。又、他

大学との大学間連携活動や自治体との新たな連携等を模索し、本学の社会・地域連携活動を

発展させる。その他、習志野地区への積極的な支援を推進する。 

 

【ダイバーシティ推進の取り組み】 

ダイバーシティ推進センターは、社会の変化や大学が担うべき役割に柔軟に対応しなが

ら、本学の教職員ならびに学生の多様性を尊重した働き方・学び方を支援する。又、東邦大

学ダイバーシティ推進宣言ならびに基本方針を推進する組織として、法人本部人事部をは

じめとする学内関係部署と連携し活動する。又、学外の組織や自治体におけるダイバーシテ

ィの活動へも参画する。 

令和 8 年度も継続して、①多様な対象者への支援、②研究力向上とキャリア支援、③次世
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代育成活動、④文部科学省ダイバーシティ事業への参画、⑤周知活動、の 5 つの活動を行

い、次世代への継承や学内外への発信に重点を置いていく。 

 

【国際連携】 

グローバル化推進センターは、海外実習・研修および研究者交流の支援を各学部と連携し

継続して行う。学生の派遣では広報を強化し、学部生 3％の派遣をめざす。令和 9 年度開催

予定の第 14 回 4 大学ジョイントセミナーに向けてメンバー大学と準備を進める。又、海外

の教育機関が本学の特徴を理解しやすいよう英語サイトの構成を見直す。さらに、共同学位

プログラム創設に向けた事例調査と課題整理を進める。令和 8 年 3 月末現在の交流協定締

結状況は、大学間協定が 21 機関、学部間協定が 17 機関（医学部 5 機関、薬学部 8 機関、

理学部 3 機関、看護学部 1 機関）である。令和 7 年度に新たに協定を締結した 3 大学との

交流が定着するよう支援する。 

 

【地域連携】 

地域の実課題を体感できる教育環境の整備を進め、学部・大学院教育に対応した実習体制

を充実させる。いえラボを拠点に学生・専門職・住民の交流と協働を継続し、履修証明や現

任教育プログラムを開発する。さらに地域と連携した研究を推進し、成果を教育や学会発表

へ還元する。 

 

（１０）教育研究活動を行う適切な教員組織および教育研究組織の配置 

【教員組織の編制】 

教員組織編制の方針と教員任用規程に基づき、全学および学部・研究科における教員の適

正配置を行う。又、FD、SD 実施の方針に則った FD・SD に組織的に取り組み、全学の教

育・研究の質を高める。さらに、教職員アンケートを通じて業務の整理・点検および結果の

検証を行う。これらと並行して、教員評価制度について、令和 9 年度上旬の提言化をめざ

し、改めて制度の構築を検討する。 

 

【教育研究組織の配置】 

共通教育機構は、学部を横断する教育事業を実施し、高等教育に関する研究を推進するた

め、本年度も専属の専任教員体制の拡充を図る。 

研究統括機構は、研究推進計画の策定や設備の共同利用促進等により研究環境を整備し、

全学的な管理体制の強化を図る。又、倫理委員会連絡会議を開催し、各学部の現状と問題点

の検証を通じ、今後の全学的な方針を検討する。 

 

（１１）理学部改組計画について 

 大学・高専機能強化支援事業の補助金を適切に活用して、令和 10 年 4 月開設に向けた生
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命理工学部の設置認可申請を完遂する。生命理工学部（入学定員 172 名、収容定員 688 名）

は、生命理工学科 1 学科からなり、「生命科学」「医工学」「応用化学」「共生デザイン工学」

の 4 コースで構成される。低学年次は共通教育を実施して、2 年次にコース配属されるレイ

トスペシャライゼーションを採用し、選抜制の臨床検査技師課程も設置する。生命理工学部

の専攻分野、カリキュラム、講義・実習の詳細、基幹教員の配置、施設設備整備計画を立案

して順次実行するほか、人員配置ロードマップに沿って新規任用人事も進める。又、生命理

工学部の新設とそのコンセプトを周知する広報活動計画を立案し、教育界、産業界、および

地域の自治体を対象とする広報により、認知度拡大を図る。既存の理学部棟の整備、習志野

新棟の建設を進め、生命理工学部の教育・研究施設を整備する。 

 

（１２）内部質保証と自己点検・評価の実施 

令和 8 年度は、大学として（公財）大学基準協会の第 4 期認証評価を受審する。令和 7 年

度に作成した自己点検・評価報告書等の各種資料をもとに、9 月または 10 月に実施予定の

実地調査に向けて、学内各部署と随時綿密に連携し、適合の認定を得る。受審後については、

認証評価の過程で明らかになる課題について、従前の課題とあわせて改善計画を立案すべ

く、大学協議会を中心とする内部質保証体制の下、全学的な課題の整理を実施する。 

 

（１３）各学部の重点的な取り組み 

【医学部】 

優秀な学生を確保するために、IR センターの機能を活用して入試のあり方や入試科目な

どについての検討を行い、アドミッション・ポリシーに基づいた入学試験制度を引き続き検

討する。入試広報活動としては、オープンキャンパスおよび施設見学会、進学説明会などで

受験生や保護者の立場に立った情報発信を教職協働で取り組み、志願者数の増加を図る。 

令和 6 年度に開始した新カリキュラムを検証しながら、修学支援センター／メンター制

度の強化・充実により学修レベルの底上げを図るほか、OSCE（Objective Structured 

Clinical Examination：客観的臨床能力試験）での再試対象者数の低減および国家試験対策

をより強固なものとする。具体的には、修学支援センターによる国家試験対策講座の拡充、

9 月保護者会の個別面談、6 年次プレ卒業試験成績下位者に対する個別面談、6 年次成績下

位者と留年者に対する「国家試験サポートプログラム」（進捗状況確認等）の実施、新 6 年

次成績下位者に向けた春季合宿などを実施する。 

施設・設備については、地域枠の定員を増加したことで学生は令和 9（2027）年度まで毎

年増加するので、満足度の高い学修環境を提供できるように講義室の拡張改修工事を検討

する。又、SDL（Self-directed and Small-grouped Learning）センターの ICT 環境が老朽

化しているためシステムの更新計画を検討する。 

研究については、科学研究費助成事業の採択件数を安定させるために、URA を中心に研

究者に向けた調書作成説明会を定期的に開催し、研究マインドを向上させる。又、研究推進
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委員会が各講座の現状についてのヒアリングを行い、研究サポートの必要性について評価

する。さらに、大学院生の増加に向けては、広報活動の検討や研究力向上のための取り組み

について検討を進める。 

 

【薬学部】 

広報活動では、高校生の視点に立った情報発信に努めるとともに、キャンパスへの来訪を

通して学びの場としての魅力を伝え、第一志望の入学志願者を増やす。又、アドミッション・

ポリシーに沿った学生の受け入れのため、入学試験の適切性を検討する。在学生に対しては、

出席不良者や成績下位者を早期に把握して修学指導や学修提案等により学修意欲の維持を

促し、退学・留年の削減に努めていく。これらの施策により、収容学生数を適正に管理する。 

教育においては、薬学教育モデル・コア・カリキュラムの実践とディプロマ・ポリシーに

沿った特色ある教育の拡充を図り、薬剤師の実践的能力、国際的視野、自己研鑽能力、情報

科学技術の基礎的知識・技能等の醸成につなげていく。4、6 年次生には、統合型演習科目

を配して学修を俯瞰的に見直し、さらに上をめざす機会を設ける。又、最新の医療事情を教

育に反映させるため、教員の実務研修を進める。以上により薬剤師に必要な知識と能力を高

水準で修得した学生を育成し、薬学共用試験・薬剤師国家試験合格率の高位安定化を図る。 

施設・設備に関しては、学生・教員からの意見も勘案しながら整備・改修計画を立案、実

施することで、教育・研究のための満足度の高い環境を提供する。特に自主学修室の拡充と

ICT 環境の整備を図り、学びの意欲を維持できる教学環境を整える。 

研究活動では、特に海外での学術交流、研究発表を推進するために、教員や大学院生への

支援を実施する。又、メディアへの掲載等による社会への情報発信に努め、公開講座や薬草

園一般公開、薬学教室、生涯学習講座等を通じて地域、社会との交流を深めることにより社

会的評価を高めていく。 

 

【理学部】 

アドミッション・ポリシーに基づく入試の制度設計と広報活動の強化を通じて、優秀かつ

多様な入学生を確保する。高校生や高校教員に向けた情報発信を強化し、大学の魅力を効果

的に伝える。 

臨床検査技師課程で 3 年生のチーム医療演習への参加を促進して早期の準備を図るとと

もに、4 年春学期までに受験科目の履修を完了する。模擬試験を含む対策講義を実施して、

国家試験合格率を高位に維持する。又、教職課程を円滑に運営し、教員免許状の取得を支援

する。教育面では、教育の質保証、個別最適化、国際化対応を推進する。令和 5 年度に改正

した文理横断型カリキュラムを円滑に運営するとともに、新学務システムの円滑な運用、学

修ポートフォリオの導入、アセスメントプランに沿った教育の質評価を実施する。放送大学

との単位互換を運用して学生の学修機会を広げ、MOU 締結校を対象とした国際交流活動を

企画・実施する。あわせて、各専攻分野に応じたキャリア支援策を実行し、放射線取扱主任
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者、技術士補、基本情報技術者などの国家資格取得を支援する。 

社会連携の取り組みとして、教育機関、自治体、産業界との連携協定に基づき、地域の生

涯学習と初等中等教育への支援を強化する。オープンカレッジを充実させて、大学のブラン

ド価値と評判の向上をめざす。 

研究活動では、基礎研究の推進、プロジェクト研究への参画奨励、研究成果の社会実装を

目標とする。研究のオープン化・国際化対応、競争的研究費補助、論文オープンアクセス化

支援、研究紹介動画作成、研究機器の共用を図り、各省庁の研究資金獲得を促進する。さら

に、大学院生の研究活動の充実を図るため、博士課程学生向けの RA（Research Assistant）

制度や研究奨励制度を推進し、高度専門人材の育成を強化する。 

 

【看護学部】 

志の高い志願者を獲得するため、令和 9 年度新カリキュラムの軸である看護実践能力や

アカデミックリテラシーの強化を積極的に広報する。優秀な志願者確保に向け、大学院保健

師課程の早期履修プログラム（仮）の検討を行うとともに、高大連携事業である中高生のた

めの看護学部進路選択支援室や指定校生徒への公開授業を継続して実施する。 

教育の質向上と臨床実践能力の育成においては、病院と連携して Student Nurse 制度の

新カリキュラムへの組み込みを具体的に検討する。又、補助金を獲得し、老朽化した校舎整

備の一環として、実習室の整備や助産実習機器の更新整備を進める。令和 7 年度に実施し

た卒業生および就職先アンケートの結果を反映し、カリキュラムや学生・卒業生支援を見直

す。国家試験合格率の高位安定に向け、低学年からの学修支援体制を継続する。対策ガイダ

ンス、必修対策講座、専門基礎模試を実施することで、早期から基礎学力の定着を図り、国

家試験合格率 100％をめざす。 

地域共創・社会貢献の推進としては、公開講座等のオープンカレッジへのコンテンツ提供

や、看護学部地域共創実践研究センターの活動のプレスリリースなどを通じて情報を積極

的に発信する。地域の支援者等の学習ニーズを把握し、看護学部・看護学研究科で提供でき

るリカレントプログラム（履修証明プログラム）の実施を検討する。 

ガバナンス強化と研究・組織基盤の整備については、教学マネジメントの徹底と学生充足

率の適正維持を図る。令和 7 年度に合意した教員編成方針に基づき人材採用を進めるとと

もに、専門業務型裁量労働制の試行に合わせ、教員の業務内容見直しやルール作成を行う。

これらを通じて教員の研究活動を推進し、特に若手教員に対する研究費獲得支援を強化す

る。 

 

【健康科学部】 

令和 8 年度は定員増（60 名から 80 名）2 年目を迎える。学生数増加に伴う教学環境の整

備を計画的に実施するとともに、少人数教育として学生から評価を得てきた教育の質の維

持向上に向け体制を整える。まず、定員増に対応すべく、全体および個人の学生支援の質の
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維持向上を図る。本年度は令和 7 年度の学修状況や学生アンケートの結果を令和 6 年度ま

でと比較分析する。又、国家試験合格率 100％達成に向け、対策講座や模擬試験の実施など

全体への支援に加え、ICT を用いた模擬試験結果の教員間共有とそれによる個別指導を徹

底し、一人ひとりの到達度に合わせた支援を行う。アセスメント・プランに基づく多角的な

教育評価を実施し、学生の満足度と教育成果の両立を担保する。 

次に、学部の専門性を活かした社会への還元と広報活動を強化する。全学で取り組むオー

プンカレッジに積極的に参画し、災害支援等の専門領域を一つの軸とした講座を展開する

ことで、地域社会への貢献を具現化していく。開設 10 周年として学部のアイデンティティ

を反映させた戦略的な情報発信を行い、志願者の維持・増加と第一志望率維持・向上につな

げる。 

さらに、持続可能な組織運営と国際交流の充実を図る。令和 9 年度の分野別認証評価受

審に向けた自己点検報告書作成を完遂するとともに、教員の業務量適正化と DX による業

務効率化を推進し、教育・研究活動に注力できる環境を整える。国際交流では、海外研修の

充実や単位化に向けた調整を行う。あわせて、教員の国際学会への参加・発表を奨励・支援

する体制を構築し、学部の教育研究水準の向上とその成果の国際的な発信を促進する。 

 

 

２．中等教育 

（１）付属東邦中・高等学校 

① 入学志願者および優秀な生徒の確保 

完全中高一貫教育体制のもとで実施してきた中学入試改革を継続的に検証する。入試説

明会や学校見学会、ホームページでの情報発信をさらに充実させることで、本校の教育方針

への理解を深め、意欲的な生徒の確保をめざす。又、グローバル化に対応し、海外において

高い英語力を獲得した生徒を積極的に受け入れるため、帰国生の編入学試験について国内

外で広報活動を進めていく。 

 

② 特色ある教育への取り組み 

リベラルアーツ型教育課程および「自分探し学習」を展開し、幅広い知識や教養と豊かな

感性を備えた人材の育成に尽力する。高 2 早期完習型教育課程の検討や、ICT 教材を活用

した学力増進対策、実験・実習等を多く取り入れたプロセス重視の質の高い授業を実践し、

思考力や課題探求力の向上を図る。又、海外研修や国内プログラムによる国際交流を推進し、

多様な学びの機会を提供するとともに、帰国生への英語取り出し授業等の指導体制を充実

させる。部活動においては、改定された部活動方針を遵守し学習活動とのバランスを維持す

るとともに、部活動指導員の活用等を通じて適切な指導体制を整えていく。 

 

③ 教学環境の整備 



 

12 

 

生徒の安全確保と学習環境の充実のため、校内照明の LED 化、セミナー館の屋上防水お

よび空中回廊塗装等改修、廊下の安全対策工事等を計画的に実施する。隣接地の整備や校地

利用中長期計画の検討を進めるほか、特別棟のバリアフリー化としてエレベーター設置の

検討を行う。又、不適応生徒への支援体制の整備に努めるとともに、インターネットリテラ

シー教育の実施、個人情報保護と情報管理の徹底、防災情報の提供を継続し、障がいのある

生徒への合理的配慮を含む、安心・安全な教育環境を構築する。 

 

（２）駒場東邦中・高等学校 

① 入学志願者および優秀な生徒の確保 

ホームページの充実を図るとともに様々なメディアを積極的に活用し、本校の理念に基

づいた教育実践と安全で生き生きとした学校生活の様子を効果的に発信する。令和 9 年度

に迎える創立 70 周年に向け、記念事業や年史編纂等の準備を進めることで、本校の歩みと

将来への展望を広く示し、志願者のさらなる増加と信頼獲得につなげていく。又、社会状況

の変化を鑑み、本校の教育環境を維持・発展させるための学費体系のあり方について検討を

行う。 

 

② 特色ある教育への取り組み 

 「自主独立の気概と科学的精神を養う」という教育目標のもと、中高 6 ヵ年一貫教育の特

性を活かし、生徒が主体的に学び、感受性を磨き思考力を鍛えていく探究型の授業を展開す

る。ICT 環境のさらなる充実により、教科の特性に応じた多様な教育の可能性を追求すると

ともに、教員相互の情報交換や研修の機会を充実させ、生徒一人ひとりの個性が生きる指導

を実践する。又、国際理解教育では交換留学制度を含めた抜本的な見直しを行い、機会の拡

充と安定した運営の実現をめざす。キャリア教育においては、大学進学後や社会に出た際の

自らのあり方にしっかりとしたビジョンを持てるよう進路指導を強化するほか、地域社会

との交流を通じて社会参加および奉仕の精神を涵養していく。 

 

③ 教学環境の整備 

 内装改修工事に合わせて危険箇所の点検と補修を優先的に実施し、障がいのある生徒へ

の合理的配慮に基づいた設備検討を不断に行う。運営面では、学校事故の専門家の助言を取

り入れた検証や部活動指導員の活用を進め、参加生徒の安全を担保する管理体制の充実を

図る。又、自衛消防団の機能維持や防災体制の見直しを継続し、設備・運営の両面において、

安全で安心な学習環境を確保する。 
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３. 医療 

（１）３病院の収支状況 

大学病院としての社会的使命である高度急性期医療・救急医療を堅持し、患者さん・家族

に対し安心・安全で質の高い医療の提供に努めるとともに、「選ばれる病院」として満足度

の向上を追求する。 

収入面においては、地域医療機関との連携を深化させ、紹介・救急患者を積極的に受け入

れるとともに、病状安定後の迅速な逆紹介を徹底し、病床の効率的な運用と機能分化を推進

する。特に、手術支援ロボットを用いた高難度手術の実施件数増加や、特定病床（ICU 等）

の高稼働維持により診療単価の向上を図る。又、Web 予約システムの導入・拡大など医療

DX を通じた患者さんの利便性向上により、新患獲得に注力する。あわせて、適正な診療報

酬請求と施設基準の厳格な管理により、収益の安定化をめざす。支出面においては、物価高

騰の影響が長期化するなか、全職員がコスト意識を持ち、具体的な施策を通じて経費の適正

化を図る。又、医師の働き方改革への対応を継続しつつ、医療 DX の推進やタスク・シフト

／シェアを加速させ、業務効率化と生産性向上を実現する。これらにより創出された資源を

教育・研究や職員のウェルビーイング向上へ還元し、持続可能な経営基盤と強固な組織体制

を構築していく。 

 

（２）大森病院 

① 患者サービス 

特定機能病院としての高度医療提供と並行し、患者満足度の向上を追求する。利便性向上

策として、外来予約センターの AI 電話運用の安定化による業務効率化を図り、令和 8 年度

は新たに「到着受付システム」を導入し機械（ICT）に任せられる部分は効率化し、そこで

生まれた「人の時間」を、配慮が必要な患者さんへの「手厚いサービス」に充てる。又、「感

謝の日」の制定（地域住民向け健康チェック）や公開講座を開催することで、地域住民との

情緒的な絆を深め、信頼される関係を築く。 

 

② 医療の質の向上 

特定機能病院および地域中核病院として、感染・医療安全対策を深化させ、安心・安全で

質の高い医療を提供する。高度急性期機能を最大限に発揮すべく、特定入院料算定病床への

受け入れを強化し、特に救命救急センターは人員増強と再構築により、受入基準の緩和と判

断の迅速化を進め、救急車謝絶率の低下と応需体制の強化を図る。診療面では、手術支援ロ

ボット「ダ・ヴィンチ」「ヒューゴ」やハイブリッド手術室の稼働を強力に推進し、高難度

手術の件数増加をめざす。併せて、PET-CT 等の高度医療機器の活用や臓器提供体制の整備、

NST 等の多職種連携を充実させる。本年度受審の病院機能評価を契機として、組織全体で

医療の質の標準化とさらなる向上に取り組む。 
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③ 地域（病診）連携の推進 

 地域の中核病院として、近隣医療機関との強固な連携体制を構築し、紹介・逆紹介患者数

のさらなる増加を図る。本年度は特に、後方搬送先である提携 14病院との連携を深化させ、

急性期治療後の患者さんを速やかに地域へお戻しする「逆紹介」体制を強化する。具体的に

は、定期的な医療機関訪問や紹介元への満足度調査を通じて連携先のニーズを的確に把握

し、迅速な返書管理や課題解決を徹底することで、顔の見える連携で信頼関係を築く。又、

がん診療連携拠点病院として地域のがん診療水準向上に貢献するとともに、PET-CT や手

術支援ロボット等の高度医療資源を地域共有財産として活用・提供し、検査や手術目的の紹

介患者を積極的に受け入れる。これら連携活動を通じ、地域完結型医療のハブ機能を最大限

に発揮する。 

 

④ 経営基盤の確立と強化 

信頼される特定機能病院として持続可能な経営を実現するため、令和 8 年度診療報酬改

定への迅速な対応と、新規・既存項目を問わない積極的な算定を病院一丸となって推進する。

収益面では、診療科ごとの入院患者数や病床稼働状況を可視化し、精神科病棟の減床を含む

病床機能の最適化と効率的な運用を断行する。又、手術支援ロボット「ダ・ヴィンチ」や「ヒ

ューゴ」およびハイブリッド手術室の稼働率を最大化し、高難度手術件数の増加を収益の柱

とする。費用面では、全職員が医療経費を意識したコストコントロールを徹底するとともに、

医事 DX の推進により業務プロセスの効率化を図る。併せて、働き方改革と連動したタス

ク・シフト／シェアを加速させ、教職員の業務負担軽減と生産性の高い筋肉質な組織体制の

構築を両立させる。 

 

⑤ その他の主な取り組み 

医師の働き方改革への対応を継続しつつ、令和 8 年度はさらに教職員のウェルビーイン

グ向上と「次世代を担う医療人の育成」に注力する。医療・管理業務の DX 化を強力に推進

して業務効率化を図り、創出された時間を診療・教育・研究活動へ還元する環境を整備する。

特に、臨床教員の位置づけの明確化や戦略的な人事構築を行い、後期臨床研修医の診療科入

局率向上をめざす。将来構想である「新外来棟（仮称）」建設および「2 号館改修」プロジ

ェクトについては、患者さんの利便性の追求と持続可能な病院経営の両立を掲げ、着実に計

画を前進させる。これらハード・ソフト両面の整備を通じ、強固な組織文化と、多様な人材

が活躍できる基盤を確立する。 

 

 

（３）大橋病院 

① 患者サービス 

区西南部医療圏の基幹病院として、「優しい心、親切な心のこもった医療の実践」の理念
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のもとに、患者さんおよび地域医療機関から選ばれるよう高度医療の提供と院内環境の整

備を推進していく。本年度は特に、Web 予約システム「やくばと」の導入を完遂し、予約プ

ロセスの簡素化と待ち時間短縮を実現することで、患者さんの利便性を大幅に向上させる。

あわせて、患者サポートセンターの機能強化を図り、受診相談から入退院支援までシームレ

スなサポート体制を構築する。又、広報体制を抜本的に強化し、ホームページや SNS を通

じて患者さんにとって有益な最新情報を積極的に発信することで、地域住民からの認知度

と信頼度を高める。これらハード・ソフト両面の充実により、安心して医療を受けられる環

境を提供し、患者満足度の向上を図っていく。 

 

② 医療の質の向上 

ハイブリッド手術室や ICU、HCU 等の特定ユニット、3 テスラ MRI 等の高度医療設備

を最大限に活用し、質の高い救急・急性期医療を展開する。特に手術支援ロボット「ダ・ヴ

ィンチ」については、外科 3 術式・泌尿器科 2 術式の新規届出による適応拡大を推進し、症

例数のさらなる増加と低侵襲治療の普及を図る。又、医療安全管理室を中心にマニュアルの

遵守徹底やインシデント情報の迅速な共有を行い、重大医療事故の発生予防に注力するこ

とで、医療の質と安全性を高める。あわせて、災害対策の強化と危機管理体制の定着を進め、

有事の際にも地域医療の砦として機能しうる強靭かつ持続可能な医療提供体制を構築して

いく。 

 

③ 地域（病診）連携の推進 

区西南部医療圏の中核として、地域医療機関や救急隊との連携を深化させ、相互の信頼に

基づく強固なネットワークを構築する。患者サポートセンターを中心に、医師や担当者によ

る近隣医療機関への定期的な訪問を行い、顔の見える関係作りと迅速な情報提供、丁寧な返

書管理を徹底することで、「紹介しやすい環境」を整備する。特に救急医療においては、地

域の要請に最大限応える体制を維持し、紹介患者の積極的な受け入れを推進する。同時に、

急性期治療を終え病状が安定した患者さんについては、速やかに地域へお戻しする逆紹介

を強化し、高度急性期病床の効率的な運用を図る。これらの取り組みにより、入口（紹介・

救急）から出口（転院・退院）までのシームレスな流れを作り、地域全体で患者さんを支え

る医療体制の確立に貢献する。 

 

④ 経営基盤の確立と強化 

持続可能な病院経営を確立するため、医療 DX の推進とタスク・シフト／シェアを加速さ

せ、業務プロセスの抜本的な効率化と医師・職員の働き方改革を強力に推し進める。これに

より創出された人的リソースを診療・教育へ再投資し、高度急性期機能の維持・向上を図る。

病床運用においては、クリニカルパスの活用や入退院支援の強化により在院日数を適正化

し、病床稼働率と回転率を高水準で両立させる。外来においては、逆紹介の推進により初診
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率を向上させ、地域中核病院としての機能分化を徹底することで、収益構造の健全化をめざ

す。 

 

⑤ その他の主な取り組み 

災害対策を強化し、災害時等の体制整備を進めるとともに、危機管理のあり方を定着させ、

地域医療の継続性を担保する。又、基本理念にもとづき、高い技術と倫理観を兼ね備えた良

き医療人を育成するため、教育体制の強化と計画的な研修医採用を実施し、将来を担う人材

を確保する。 

 

（４）佐倉病院 

① 患者サービス 

「選ばれる病院」の実現に向け、患者満足度調査を継続的に実施し、患者さんの潜在的な

ニーズを汲み取った改善活動を展開する。本年度は特に「病院施設再整備および院内環境改

善」を強力に推進し、老朽化した設備の更新やアメニティの向上を含め、ハード面から安心・

安全で快適な療養環境を再構築する。ソフト面では、紹介初診患者向けの Web 予約システ

ム「やくばと」の対象を拡大し、地域からのアクセス向上と待ち時間短縮による利便性を高

める。広報活動においては、ホームページ等での情報発信を充実させるとともに、地域住民

への啓発活動を通じて、地域全体の健康づくりに貢献する信頼の拠点をめざす。 

 

② 医療の質の向上 

印旛医療圏の中核を担う高度急性期病院として、ICU・HCU・SCU 等の特定病床を最大

限に活用し、急性期総合体制加算の算定維持と質の高い医療提供を行う。千葉県がん診療連

携協力病院として、個別化された高度な集学的治療を展開するほか、救急医療では受入体制

のさらなる充実を図り、救急車受入件数の維持と地域ニーズへの即応をめざす。医療安全・

感染対策においては、職員のみならず患者さん・家族参加型の取り組みを新たに推進し、医

療の透明性を高める。又、地域の基幹組織として近隣医療機関への感染対策指導や抗菌薬適

正使用を主導し、地域全体の質向上に寄与する。あわせて、日本医療機能評価機構の認定基

準に基づく継続的な改善活動を実践し、施設再整備計画とも連動した病院機能の強化に取

り組んでいく。 

 

③ 地域（病診）連携の推進 

地域医療支援病院として、地域完結型医療のハブ機能を担うべく、病院長やセンター長に

よる戦略的な医療機関訪問を強化する。紹介元のニーズを的確に把握し、緊急診療依頼への

積極的な応需と、後方支援病院・施設との連携を深めることで、紹介・逆紹介の好循環を創

出する。又、医療連携セミナーや学術フォーラムの定期開催に加え、ホームページを通じた

情報発信を充実させ、地域医療従事者との顔の見える関係を構築する。患者フローにおいて
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は、入院前からの早期退院・転院支援を徹底し、病床の機能分化を推進する。さらに、Web

予約システム「やくばと」の対象範囲を拡大し、予約プロセスの利便性を飛躍的に高めるこ

とで、地域から選ばれる連携体制を確立する。 

 

④ 経営基盤の確立と強化 

安定した病院経営を持続させるため、最重要課題である「急性期総合体制加算」の算定要

件を確実に満たし、高水準の収益基盤を盤石なものとする。その上で、救急受入体制の強化

に加え、ICU・HCU・SCU などの特定病床の稼働率向上を徹底し、重症患者を中心とした

入院診療収益のさらなる向上を図る。 

病床運用においては、クリニカルパスの活用や早期からの入退院支援により在院日数を

適正化し、病床稼働率と回転率を高水準で両立させる。又、適切な診療記録管理を徹底して

DPC 請求の精度向上を図るとともに、医療 DX の推進やタスク・シフト／シェアにより業

務プロセスを効率化し、コスト削減と職員の生産性向上を両立させた強固な経営体質を構

築する。 

 

⑤ その他の主な取り組み 

 医師の働き方改革への対応を継続しつつ、本年度はさらに「DX 化」と「教職員の健康管

理」を強力に推進する。ICT ツールの活用による業務効率化とタスク・シフト／シェアを加

速させ、長時間労働の是正と生産性の向上を図るとともに、メンタルヘルスケアを含めた健

康管理体制を充実させ、職員が長く安心して働ける職場環境（ウェルビーイング）を実現す

る。教育面では、初期臨床研修医および全教職員を対象とした指導体制を強化し、次世代を

担う質の高い医療人を育成する。研究面では、研究活動の活性化を支援し、臨床に還元でき

る質の高い研究成果の創出をめざす。これら「人」への投資を通じて、病院全体の組織力を

底上げする。 

 

（５）羽田空港クリニック・羽田空港第３ターミナルクリニック 

国際空港の医療機関として、両クリニックと大森病院が密に連携し、空港利用者や勤務者、

近隣住民へ安全で質の高い医療を提供する。医療 DX を推進し、新電子カルテやオンライン

診療、電子処方箋等の安定的な運用と適切なアップデートを通じて、利便性の向上と効率的

な診療体制を構築する。羽田空港クリニックでは、睡眠時無呼吸症候群の治療や舌下免疫療

法のほか、腹部超音波検査やホルター心電図等の体制を拡充し、慢性疾患管理と二次健診の

強化による安定的な運営をめざす。羽田空港第３ターミナルクリニックでは、トラベルワク

チンの充実やオンライン診療を活用した渡航前相談など渡航医学に注力するとともに、AI

読影システムの活用による健診精度の向上や、ホームページへの外国人利用者向けの英語

ページ掲載による利便性の向上を図る。広報面では、SNS や空港内媒体を活用した多角的

な情報発信により、両クリニックの認知度向上に努める。又、航空機事故や災害に備えた訓
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練への参加、関連機関との連携強化を通じて空港内医療班としての責務を果たす。あわせて、

両クリニックの合同ミーティングや勉強会の継続により、職員のスキルアップと良好な職

場環境の整備を推進していく。 

 

（６）病院経営収支分析の強化 

 DX の推進や規格の統一を通じて、３病院の経営収支分析担当者および事務部門間におい

て高度な情報共有体制を構築する。定期的に開催する「３病院経営収支分析担当者ミーティ

ング」を軸に、情報・課題の共有および各所属における事例の横展開（ベストプラクティス

の共有）を図る。これらの取り組みにより病院間の連携を深化させ、各病院の経営会議や３

病院合同病院運営戦略会議における議論の質を向上させるとともに、経営改善効果を最大

化させる。 

令和 8 年度診療報酬改定に伴い、施設基準の適切な届出および診療報酬の算定状況につ

いて精査を行う。３病院と法人本部が相互参照可能な施設基準管理システムを有効活用し、

大学病院としての役割を十分に発揮できるよう、管理体制を盤石なものとする。又、引き続

きマイナ保険証への対応や電子カルテ情報共有サービスの活用をはじめとする医療 DX や

医療 ICT の拡充を推進し、業務効率化を図る。 

医薬品や診療材料などの価格が高騰し続ける極めて厳しい状況に対し、診療材料ベンチ

マークシステムのさらなる活用に加え、３病院用度課実務担当者会議や３病院薬剤部長会

議を通じた法人内の連携を強化する。これら各実務者会議をハブとした共同購買品目の戦

略的拡大や価格交渉力の強化を通じて、医療の質を維持しながら経費削減と適正化を徹底

し、物価高騰に屈しない強固な利益体質への転換を図る。 

 

（７）３病院医師（初期・後期研修医）の確保 

 卒後臨床研修／生涯教育センターでは、３病院見学希望者の受け入れ窓口として、医学部

生対象の全国規模の臨床研修病院説明会（対面・オンライン）へ参加し、初期研修医獲得の

ためのリクルート活動を行う。初期研修医マッチング試験についても合同説明会の開催や

ホームページなどを通じて積極的な情報発信に努める。 

 さらに後期研修のシーリング対応として、医学部生の後期研修希望診療科のリサーチで

得られた情報を診療科側に伝え、双方の連携を強化する。又、外部初期研修医の３病院後期

研修医の採用強化に向けて情報提供と診療科への仲介を行う。特に内科においては、３病院

内科の連携強化のための仲介を行い、後期研修医が病院間を移動しやすくするための土台

を構築するなど、積極的に取り組んでいく。 

 初期研修医に対して研修内容に対するアンケート調査を行い、学修ニーズがより明確に

なるよう見直し、研修プログラムに反映・改善する。特に本年度から新たに開始の広域連携

型プログラムについてもさらなる充実をめざす。又、本学卒業の初期研修医に対する研修先

からの評価を集計して得られた結果を、医学部教育から初期研修医教育へのシームレスな
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連携プログラムへ反映・改善させる。初期研修医評価についてはさらなる DX 化を３病院と

協力しながら進めていく。 

 他病院で初期研修中の本学卒業生に対しても本人の同意のもとで卒後の連絡先を確実に

把握し、３病院での後期研修につながるよう定期的に連絡・情報発信を行う。 

 

（８）３病院看護師等確保の活動および看護の質の向上に向けた取り組み 

 看護企画室では、「採用セクション」「キャリア支援セクション」「特定行為研修セクショ

ン」の 3 セクションにより看護師のキャリア形成を一貫して支援している。DX 推進による

業務効率化と利便性向上を継続し、採用システムや Web 履歴書の安全な運用、講座管理シ

ステムの改修、オンラインを活用した研修等の実施を通じ、デジタル環境のさらなる整備と

充実を図る。採用については、学生動向の分析に基づき、計 51 校への学校訪問や各種就職

説明会を対面とオンラインの併用で効果的に実施する。適性検査導入後の評価に基づき発

展的な活用方法を検討するとともに、本学看護学部・健康科学部等との連携をより一層強化

し、本校生の応募・採用の確保に努める。教育面では、３病院看護部理念である「心により

そう看護」を実践するため、キャリア段階に応じた研修を企画・運営し、ニーズ調査を反映

した質の高い学びの場を提供する。又、東邦大学全体から講師を起用することで多部門連携

を促進し、臨床教育者や管理者の育成を通じた定着促進に貢献する。特定行為研修セクショ

ンでは、8 区分・2 パッケージの研修計画を立案・実施し、高度な専門知識と技術を有する

看護師を育成する。共通科目の公開や修了者の活動紹介を通じた受講生獲得に加え、フォロ

ーアップ研修の実施や活動実績の収集により、特定看護師が能力を最大限に発揮できる環

境整備を推進していく。 

 

 

４.管理経営 

（１）財政基盤の強化 

令和 8 年度は診療報酬が 30 年振りの大幅プラス改定となった。医療収支は改善が見込め

る一方で、改正幅の過半は教職員の処遇改善への充当を求められているうえ、一般経費の上

昇をカバーできるかはインフレ状況次第であり、経営環境は一時の危機的状況は脱するも

のの、引き続き厳しい状況が続く可能性がある。 

かかるなか、収入全体の約 8 割を占める医療収入は紹介･逆紹介のさらなる強化や救急車

謝絶率の低減といった地道な経営努力を続けることで増収を図る一方、経費面では前年度

の大森再開発事業関連支出（若草寮解体費）や 100 周年記念対応等の一時的な経費の剥落

や大橋病院開設時の医療機器に関する減価償却の終了といった要因もあり、前年度の赤字

予算から一転、1.8 億円の黒字予算とした。 

又、設備投資についても、厳しい環境下ではあるが、大森地区再開発事業の柱である病院

新外来棟の建設や病院 2 号館の改修を進めるとともに、理学部改組に伴う新学部設立にか
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かる新棟建設に向けた設計作業を本格的に開始する。 

 

（２）経費節減プロジェクトの推進 

平成 24 年度より法人全体で進めている経費節減プロジェクトは、本年度で 14 年目を迎

える。依然物価の上昇や光熱費の高騰が続く厳しい経営状況のなか、法人全体が一丸となっ

て問題意識を共有し、各所属様々な創意工夫により業務の見直しや効率化に取り組んでい

る。 

本年度は本プロジェクトの体制を刷新のうえ、今まで以上にさらに一段階コスト意識を

高め、オール東邦で経費節減を推進していく。具体的には、経費節減推進委員会の下部組織

として節減項目に応じたワーキンググループ（WG）を設置する。各 WG は主に法人本部各

部（室）長がリーダー、サブリーダーとなることで、より当事者意識を持ってそれぞれの取

り組みを牽引する。本年度当初に設置する WG は、「時間外削減 WG」、「機器・備品購入適

正化 WG」、「医療経費削減・適正化 WG」、「光熱水費節減 WG」、「電子契約推進 WG」、「ワ

ークフローシステム活用推進 WG」とし、さらに必要に応じて WG を設置する。 

 

（３）ガバナンス機能の強化に関する取り組み 

 本法人は建学の精神「自然・生命・人間」を尊重し、教育・研究・医療を通じて社会に奉

仕・貢献することをミッションとしている。その実現のため、かねてより本法人では、経営

理念・経営ビジョンを法人内に示し、3 年ごとに中期経営計画を策定するとともに毎年度、

組織目標（年度運営方針）・事業計画を策定している。 

  本年度は、次の 100 年につながる一歩として策定した中期経営計画の 2 年目となる。中

期経営計画で策定した 5 つの基本方針（「アイデンティティの確立およびクオリティの向

上」、「実効的なガバナンス体制の維持」、「持続可能な財政基盤の強化」、「DX（デジタルト

ランスフォーメーション）の推進」、「災害対策の充実」）ならびに前年 4 月に改正された私

立学校法のもと、同計画を着実に遂行するべく本事業計画を実行する。 

  本法人内部統制システム整備の基本方針に基づき、引き続き、本法人が導入する日本私立

大学連盟ガバナンス・コード（第 2.1 版）における各原則の“Comply or Explain”の確認、

実施項目の点検・評価および抽出した改善課題に取り組むほか、3 ヵ月ごとに理事長および

常務理事の職務執行状況について理事会へ報告を行う。又、リスク管理では、リスクの洗い

出しと評価を行い、評価の高いものについて対策を講じ、必要に応じて監査および改善の実

施を行う PDCA の運用を開始する。その他、コンプライアンス推進を図るため、ハラスメ

ントや研究費不正の防止等に係る各種研修を実施し、管理職への意識啓発を通じて管理体

制の強化に取り組んでいく。 

 

（４）働き方改革への対応・人材育成制度・労働環境の整備について 

医師の働き方改革については、法人本部・医学部・３病院が連携し継続して対応しており、
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令和 7 年 3 月に導入した勤怠管理システムを活用し、長時間労働の医師への注意喚起や面

接指導記録等の一元管理を行っていく。又、医師の労働時間短縮に向け、３病院の労働時間

短縮計画に基づき、宿日直許可のさらなる取得や、看護師や臨床工学技士、医師事務作業補

助者等の他職種へのタスク・シフト／シェアを引き続き実施する。医師以外の教員（大学）

については、業務の見直しと効率化を検討したうえで、既に一部の学部で導入している裁量

労働制を他学部でも展開し、労務管理の適正化に努めていく。 

本法人の持続的な発展には、将来を担う有能な人材の確保と育成が不可欠である。新卒採

用に加え、様々な技能や経験を持つ人材のキャリア採用を並行して行い、必要な人数を確保

したうえで、自己啓発支援や階層別研修・外部研修等の目的に沿って、長期的視野に立った

計画的な人材育成を行っていく。又、職種別の実践的な接遇マナー研修等を実施し、教職員

の意識の向上と資質の涵養を図る。 

教職員一人ひとりが働きやすい健全な労働環境を整えるため、法改正に迅速に対応し、各

諸規程や福利厚生制度等の検証・見直しを適宜行う。状況の変化や教職員のニーズに合わせ、

規程・制度の適切な改訂を行っていく。 

 

（５）アイデンティティ強化のための広報施策 

① 広報施策の強化 

 本学で培われてきた多くの教育・研究・医療に関する知見や先進的な取り組みをプレスリ

リースや Web サイトを活用し、社会に情報発信することで、本法人のさらなるブランド力

と認知度向上を図る。 

 学内において、プレスリリース発信に関する意識が定着してきていることから、他機関と

の共同研究等にも積極的に参画し、研究成果を社会に還元するとともに、他機関と協働し、

幅広い分野に組織的な連携で効果的な情報拡散が行えるよう取り組んでいく。 

 全所属の広報担当者および Web 担当者との情報交換の場として例年開催している法人広

報連絡会については、広報専門家による実践的な SD 研修等を取り入れ、個々の広報業務に

必要なスキルの向上と学内意識を高める啓発活動を含めて、今後も継続して実施していく。 

 又、危機発生時は法人全体で一体感のある対応を行うため、日頃から情報共有と学内連携

を図り、学内外への迅速な情報発信や関係者対応が可能な広報機能を強化する。 

 

② ホームページの充実 

 本法人各施設ホームページのアクセス数は、令和 7 年度 4～2 月累計で延べ 2981 万件（大

学 1794 万件、３病院 831 万件、両中高 356 万件）となり、前年同期間比約 281 万件増と

なった。 

 ３病院においては、研修医・地域医療機関等への情報発信強化を目的に開設した「診療科

プライベートサイト」を通して、各診療科の得意とする最新医療情報や特長ある取り組みを

発信できるよう、専門性の高い魅力あるコンテンツ制作を継続的に進めていく。又、新学部
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設置をはじめとした本法人の新たな施策についても、効果的に発信できるよう準備を進め

る。 

 継続して利用者にとってわかりやすいコンテンツ制作とタイムリーな最新情報の発信を

心がけるとともに、アクセス分析ツール等を活用して多角的な視点から課題を抽出する。ス

テークホルダーの満足度および信頼性のさらなる向上につながるよう、客観的なデータに

基づきより質の高いサイト制作に取り組んでいく。 

 

（６）「学校法人東邦大学広報」による法人情報の発信 

「学校法人東邦大学広報」は「TOHO UNIVERSITY NOW」（大学広報）との合併から 6

年目を迎える。引き続き、「手に取りたくなる広報誌」をめざし、法人内の情報収集とタイ

ムリーな発信に努めるとともに、視認性の高いレイアウトや共感を呼ぶコンテンツを検討

し、より魅力的な誌面づくりを推進する。あわせて、教職員ポータルサイト等のツールの活

用によるクロスメディア戦略を展開し、広報誌の学内浸透により法人の経営方針や活動に

対する教職員の共感とエンゲージメント向上を図る。前年度より連載「思うまま～理事長室

より～」を開始し、理事長の想いを直接伝える記事を掲載し、組織の一体感醸成に寄与する。

又、経費節減の観点から、広報誌の印刷部数の適正化に向けて検討を進める。 

 

（７）産学連携の推進 

 大田区をはじめとする自治体や産業界、他大学等とのこれまでの 7 年間にわたる連携実

績を基盤とし、令和 8 年度においても産官学連携をさらに発展強化し、社会貢献の実現に

資する。私立大学等改革総合支援事業「タイプ 4 社会実装の推進」などの各種研究助成金

の獲得に向けた体制を継続・強化し、研究資金の安定確保と知的財産のさらなる創生を図る。

学内においては、デジタルコンテンツの活用により研究ニーズとシーズを円滑に収集し、特

許出願から製品化、大学発ベンチャーの設立支援に至るまでの社会実装スキームを確立す

ることで、本学および研究者への適切な利益還元を実現し、世界大学ランキング等の客観的

指標における研究力向上に貢献する。人材育成面では、産学連携本部主催の SD・FD セミ

ナーを年 2回以上開催するほか、大学院における外部有識者の講義や実務検討会を実施し、

研究者および事務担当者の知的財産とそれに伴う契約書類の取扱いについて専門性を高め

る。又、弁護士やバイオ分野に強みを持つ弁理士事務所等との連携体制をさらに推進し、法

的実務の強化と研究者の保護を実現する。事務運営のデジタル化については、各種申請の完

全電子化をめざすとともに、新たに電子契約の導入を進めることで、手続きの効率化とペー

パーレス化を図る。あわせて、ホームページでの実績紹介や情報発信の簡便化を図り、学内

の教育・研究・医療の活性化に寄与する。 

 

（８）額田記念東邦大学資料室の充実 

企画展示や習志野メディアセンターでの出張展示、学内行事への参加を継続し、資料室の
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活動の周知と成果発信に努める。的確なレファレンス対応により信頼の維持・向上を図ると

ともに、ホームページでの情報発信や広報誌等への資料提供を通じて、学内外への広報活動

を推進する。又、学外施設との交流を継続し、業務のさらなる充実につなげる。管理面では、

資料のデジタル化を推進し、物理的保存とデジタル保存を両輪とした管理体制への移行を

予定しており、歴史資料の保存業務の高度化と次世代への確実な継承の実現をめざす。 

 

（９）大森地区再開発事業について 

本学創立 100 周年記念事業の一環として進めている大森地区再開発事業は 5 年目を迎え

た。令和 7 年 9 月に着工した大森病院新外来棟および東邦医大通り（鬼タビ通り）を跨ぐ

上空通路の建設工事を継続するとともに、新外来棟竣工後を見据えた引越や機能配置の変

更に伴い必要となる既存病院棟の改修工事の具体的な検討を進めていく。 

又、想定工費を大きく超過したことから大幅な計画見直しを行っていた周産期センター

の改修を中心とする 2 号館東病棟の配管等の改修工事についても、詳細な改修計画が固ま

った。令和 8 年 1 月より工事に着手している。令和 9 年 4 月末の完工を目標に、令和 8 年

度も引き続き工期・工費の圧縮に向けた検討を進める。 

 

（１０）株式会社東邦キャンパスサービスの動向 

 学校法人東邦大学のより充実した教育、研究、医療環境づくりとともに、経費節減と業務

効率化のサポートを実践する。令和 8 年度は診療報酬改定に伴い法人本部および３病院と

協働して対象となる医薬品や医療材料の適正価格交渉を実施し、あわせて医療機器で使用

する消耗品の３病院統一化を推進し、医療経費の抑制に貢献する。駐車場運営では、利用者

の利便性向上と運営の効率化を目的として、紙チケット方式からナンバー認識方式へのシ

ステム変更を進めていく。その他、教職員および学生に対し、価格を抑えた魅力的な商品提

供と購入後の充実したアフターフォロー体制の構築を組み合わせ、パソコン販売の促進と

満足度向上を両立させていく。 

 

 

 

以上 


